
グループ長期経営方針「& INNOVATION 2030」

戦略を支えるインフラ

■ 「＆ INNOVATION 2030」の骨格

2030年度前後における三井不動産グループの「ありたい姿」
を「産業デベロッパーとして社会の付加価値の創出に貢献」
することと位置付け、それを実現する事業戦略として「三本の
道」を通じた成長と、財務戦略として「成長・効率・還元」を三
位一体で捉えた経営の推進に取り組んでいきます。

新たな「経営理念」に基づき、重点的に取り組む課題「GROUP MATERIALITY」を策定しました。グループ長期経営方針
「& INNOVATION 2030」を推し進めることで、マテリアリティの解決を目指します。

経営理念、マテリアリティとの関係

経営理念 GROUP MATERIALITY 「＆ INNOVATION 2030」

財務戦略

ありたい姿 ： 産業デベロッパーとして社会の付加価値の創出に貢献

事業戦略

「成長・効率・還元」を
三位一体で捉えた経営の推進

「三本の道」を通じた
成長の実現

1.
安定・継続的な「利益成長」と 
「キャッシュ創出力の拡大」

2.
BSコントロールを通じた
「効率性の改善」と「健全な財務体質の維持」

3. 成長性と効率性を踏まえた「株主還元の強化」

1. コア事業のさらなる成長（深化と進化）

2. 新たなアセットクラスへの展開

3. 新事業領域の探索、事業機会獲得

● 世界のイノベーション・産業発展への貢献

● 感動体験の創出

● 社会課題の解決

● 持続的成長および資本コストを上回る
効率性の実現

● 株主への安定・継続的な「利益還元」と
「1株当たり価値の向上」

社会的価値
の創出

経済的価値
の創出

DX人材 ESG
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グループ長期経営方針「& INNOVATION 2030」の進捗

■ 主な定量目標に対する進捗状況

※1 2023年度業績予想EPS：78.5円を起点とする　※2 一定の仮定を前提に算出

& INNOVATION 2030 KPIと進捗 　 親会社株主に帰属する当期純利益・ROE・総資産・負債の状況と今後の見通し 　 

＜参考：過去の推移＞

（年度） 2018 2019 2020 2021 2022

ROE（%） 7.4 7.7 5.2 6.6 6.9

親会社株主に帰属する当期純利益（億円） 1,686 1,839 1,295 1,769 1,969

総資産（兆円） 6.8 7.3 7.7 8.2 8.8

有利子負債（兆円） 2.9 3.4 3.6 3.6 4.0

D/Eレシオ（倍） 1.24 1.45 1.42 1.31 1.40

■総資産（兆円） ■有利子負債（兆円）

2023 2024 2025 （年度）2026

2,246

7.5

2,487

8.0

2,786

8.7

純利益
2,850億円

ROE
8.5%以上

9.4

4.4

9.8

4.4 4.6
有利子負債
4.8兆円

親会社株主に帰属する当期純利益（億円） D/Eレシオ（倍）ROE（%）

10.1

1.42 1.40 1.41

D/Eレシオ
1.4倍台

2024年度実績

＋13.7%/年
（EPS：89.3円）

+13.4%/年・CAGR
（EPS：101.0円）

＋8%/年以上・CAGR

8.0% 8.7% 8.5%以上

3,986億円 4,451億円 4,400億円以上　

2026年度目標2025年度実績

成長性指標：EPS成長率※1

効率性指標：ROE

PL：事業利益

2,487億円 2,786億円 2,700億円以上

PL：当期純利益

約4.42兆円 約4.63兆円 4.5兆円程度

BS：有利子負債

1.40倍 1.41倍 1.2～1.5倍程度

D/Eレシオ：格付けを意識した財務健全性の維持

約23% 縮減 累計約40% 縮減

約+10.3%/年・CAGR
（EPS：約105円）

8.5%以上※2

4,500億円

2026年度予想

2,850億円

約4.80兆円

1.4倍台※2

累計50%以上 縮減 50% 縮減（3カ年累計）

有価証券：政策保有株式
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グループ長期経営方針「& INNOVATION 2030」の進捗

セグメント別事業利益 　 株主還元 　 

キャッシュアロケーション 　 

＜賃貸＞& INNOVATION 2030／2026年度目標：1,800億円程度

＜配当総額・自己株式取得額・総還元性向の推移＞

＜1株当たり配当額※・親会社株主に帰属する当期純利益の推移＞

＜分譲＞& INNOVATION 2030／2026年度目標：2,100億円程度

＜マネジメント＞& INNOVATION 2030／2026年度目標：700億円程度

＜施設営業＞& INNOVATION 2030／2026年度目標：300億円程度

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 （年度）2026
（予想）

（億円）
1,770 1,800

1,357

自己株式の機動的・
継続的な取得を実施

■配当総額（億円）■自己株式取得額（億円） 総還元性向（%）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 （年度）

335

2025

960960

570570

54.9

150

25.5

累進配当を維持・継続

2002 2005 2010 2015 2020 2026
（予想）

2,850
（予想）

2,850
（予想）

37
（予想）

37
（予想）

2025

2,7862,786

35

■親会社株主に帰属する当期純利益（億円） 1株当たり配当額（円）

（年度）

255

2
（億円）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 （年度）2026
（予想）

1,931
2,100

652

（億円）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 （年度）2026
（予想）

808
750

538

（億円）

（年度）2023 2024 2026
（予想）

263

450

2025

463
386

※ 2022年度までは営業利益、2023年度以降は事業利益ベース

※  2024年4月1日に株式分割（1株→3株）したため、2021～2023年度は分割後ベースに調
整し、小数点以下を四捨五入

＆ INNOVATION 2030 KPI 定量目標 2025年度実績

総還元性向 毎期50%以上 54.9%

配当性向 毎期35%程度 34.6%

 

「& INNOVATION 2030」3カ年累計見通しに対し、2年累計でキャッシュイン・アウトともに約2.2兆円（約8割）の進捗

& INNOVATION 2030 3カ年累計
（2024年度～2026年度） 2025年度における累計進捗状況

キャッシュイン

資産回収
2兆円程度

資産回収

基礎営業
キャッシュ・フロー

1兆円程度

キャッシュイン 約2.2兆円キャッシュアウト

成長投資
2兆円程度

戦略的資金
0.6兆円程度

株主還元
0.4兆円程度

キャッシュアウト 約2.2兆円

販売用不動産・固定資産をトータルで捉えた資産回転の加速により、2024年度で
は、Otemachi Oneタワー、ららぽーと愛知東郷、横浜三井ビルディング等の物件
を売却、2025年度では、三田ガーデンヒルズ、（旧）日比谷U-1ビル、米国賃貸住宅、
ダイバーシティ東京プラザ等の物件を売却したほか、投資有価証券の売却が進捗。

親会社株主に帰属する2024年度純利益2,487億円および2025年度純利益2,786
億円に、固定資産および販売用不動産の減価償却などを加味。

● 2023年度分：期末配当金や総額400億円の自己株式取得
● 2024年度分：中間および期末配当金や総額450億円の自己株式取得
● 2025年度分：中間配当金や総額570億円の自己株式取得

● 2024年度：三井不動産における「ららぽーと安城」や、三井不動産レジデンシャ
ルにおける「パークウェルステイト西麻布」および中高層分譲住宅事業での新規
投資など。

● 2025年度：三井不動産における「ららぽーとTOKYO-BAY」の建替え投資や、三
井不動産レジデンシャルにおける「三田ガーデンヒルズ」の新規投資、資本業務
提携に伴う三井倉庫HDの株式取得やトヨタオートモールクリエイト※の株式取
得など。

約6,100億円 約6,300億円

約12,400億円（約6割）

基礎営業
キャッシュ・フロー

約4,900億円 約5,300億円

約10,100億円（約10割）

株主還元
約1,300億円 約1,900億円

約3,200億円（約8割）

成長投資
＋

戦略的資金

約9,300億円 約10,400億円

約19,700億円（約8割）

2024年度 2025年度

2024年度 2025年度

※ 株式会社トヨタオートモールクリエイトは2025年8月29日の親会社変更に伴い、2026
年4月1日付で会社名を「エムエフオートモールクリエイト株式会社」に変更しています
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